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３．４ 断層近傍及び都市域における強震動予測向上のための調査 

 

(1) 業務の内容 

  

(a) 業務題目 断層近傍及びび都市域における強震動予測向上のための調査 

 

(b) 担当者 

所属機関 役職 氏名 

国立研究開発法人防災科学技術研究所 

同上 

同上 

同上 

同上 

部門長 

主任研究員 

主幹研究員 

主任研究員 

主任研究員 

藤原 広行 

森川 信之 

先名 重樹 

岩城 麻子 

前田 宜浩 

 

(c) 業務の目的 

強い揺れによる被害が予測される震源断層ごく近傍及び周辺の大都市域を対象として、SIPの成

果に基づいて構築された強震動評価のための広域地盤構造モデル（浅部・深部統合地盤構造モデ

ル）の修正版を構築するとともに、地表断層及び地震発生層より浅い震源断層のモデル化手法を

確立する。サブテーマ１～３の成果に基づいて、当該断層における活動区間などに関する不確実

さを考慮した多様な震源モデルを構築し、修正した地下構造モデルを用いて地表変位を含む高精

度な面的な強震動予測計算結果を平均値だけでなく幅を含めて提示する。 

 

(d) ３ヵ年の年次実施業務の要約 

1) 令和２年度： 

地震調査研究推進本部による現行の屏風山・恵那山断層帯及び猿投山断層帯（恵那山－猿投山

北断層帯）の地震を想定した震源断層を特定した地震動予測地図(地震調査研究推進本部地震調

査委員会、2021)において震度６弱から６強の強い揺れが予測されている地表断層周辺、及び周

辺都市域（名古屋市、瀬戸市、長久手市、豊田市域）の強震動計算のための地盤構造モデルの構

築について、工学的基盤の不整形性を高精度化するための微動アレイ観測、地震観測（地震計設

置）を実施した。 

 震源断層を特定した地震動予測地図では、震源モデルが地中の単純な矩形で表現されており、

谷筋に沿って複雑な地表断層形状をしている当該断層帯と乖離している部分もある。そこで、複

雑な地表断層形状の詳細なモデル化手法と計算ツールを作成した。 

2) 令和３年度： 

地盤構造モデル高精度化のための地震観測を引き続き行うとともに、令和２年度の調査データ

とあわせて分析し、SIP（戦略的イノベーション創造プログラム）の成果に基づく東海地域の浅

部・深部統合地盤構造モデルを修正した。 

平成 28 年（2016 年）熊本地震を対象とした検討で得られている知見を踏まえ、当該断層帯に

おける地震発生層上端深さとそれ以浅の地表変形を含む破壊過程が強震動計算結果に及ぼす影響

を、定量的に評価するための感度解析を実施した。 

3) 令和４年度： 

令和３年度までに構築した強震動計算のための地盤構造モデルの検証を行い、必要に応じて修

正及び調整を行った。 

当該断層帯を対象とした地表変位を含む高精度化された強震動予測を行うため、活動区間など

の不確実さを考慮した多様な震源モデル群を設定した。構築した地下構造モデル及び震源モデル

群を用いて広帯域（周期 0.1～10 秒）強震動シミュレーションを行い、現在の地震動予測地図か

ら高精度化された面的な強震動予測計算結果を不確実さも含めて提示した。 
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(2) 令和４年度の成果 

 

(a) 業務の要約 

地震調査研究推進本部による震源断層を特定した地震動予測地図（地震調査研究推進本部地震

調査委員会，2021）において、震度６弱から６強の強い揺れが予測されている地表断層周辺及び

周辺都市域における強震動予測を向上させるため、地盤構造モデル高精度化のための地震観測等

を引き続き行うとともに、令和３年度までに構築した強震動計算のための地盤構造モデルの修正

および検証を行った。 

サブテーマ１～３と連携して活動区間の不確実さを考慮した多様な震源モデル群を設定した。

構築した地下構造モデル及び震源モデル群を用いて広帯域（周期 0.1～10 秒）強震動シミュレー

ションを行い、現在の地震動予測地図から高精度化された面的な強震動予測結果について不確実

さも含めて示した。 

 

(b) 業務の実施方法 

断層近傍及び周辺都市域の詳細な地盤構造モデル構築のため、令和３年度に引き続き、地震観

測を実施した。昨年度までに作成した浅部・深部統合地盤構造モデルについて、設置した地震観

測点等の地震観測記録を用いたスペクトルインバージョンや地震波干渉法を用いた周期・増幅特

性の精度検証を行い、作成範囲外の既往の SIP（戦略的イノベーション創造プログラム）の成果

に基づく東海地域の浅部・深部統合地盤構造モデル（以後 SIP モデル）との接続を行うために作

成した地盤構造モデルの微調整を行った。 

サブテーマ１～３に基づく活断層形状の詳細な情報を取り入れて、想定される震源シナリオに

ついて強震動計算のための断層モデルを設定し、作成した地盤構造モデルを用いて強震動計算を

行った。 

 

(c) 業務の成果 

1) 地盤構造モデルの検討 

本研究における浅部・深部統合地盤構造モデル構築のため、地盤構造モデル構築範囲内におい

て、昨年度に引き続き 20 箇所の地震観測を実施し、地震計設置後に観測された地震記録（令和

４年４月～令和４年 12 月）を整理した。また、本研究にて作成した地盤構造モデルの範囲外に

ついては SIP モデルと接続出来るようにモデルの修正を行った。さらに、修正した地盤構造モデ

ルを用いて、地震観測記録を用いてスペクトルインバージョンおよび地震波干渉法による浅部・

深部統合地盤構造モデルの精度の検証・修正を行った。昨年度までの地盤構造モデルは、重力基

盤上面≒地震基盤上面とみなして作成したが、範囲外の結果に対し、主に山間部において、深さ

方向で数十メートル程度の大きな乖離（昨年度モデルの方が浅い）が出来ていた。そこで、地盤

構造モデル間の相違を解消するための調整作業として、基本的に重力基盤上面の形状を変えずに、

各データとモデルの地震基盤相当の速度層（Vs3100 m/s 程度）の上面深度値に修正した。修正

方法を図１に示す。修正に用いたデータは、大アレイの微動探査、地震観測、PS 検層（KiK-

net；防災科学技術研究所、2019a）、屈折トモグラフィの各データである（図２）。SIP モデルと

の接合部分については補填ポイントを設定して接合した。 

令和３年度に作成したモデルと SIP モデルを単純に接合した場合の地震基盤上面深度を図３

（左）に、図１に従って修正した地震基盤上面深度（本年度作成したモデルの地震基盤上面深

度）を図３（右）にそれぞれ示す。本年度の修正モデルでは、弾性波探査や PS 検層結果に基づ

き、山地部で地震基盤上面深度が深くなっている。また、SIP モデルとの接続境界部でもスムー

ズに接続できている。 

地震基盤上面の深度を修正したうえで、工学的基盤から地震基盤までの深部地盤構造モデルに

合わせて修正を行った。工学的基盤～地震基盤の地盤構造モデルの作成方針を表１にまとめた。 

上記の作業で作成した最終的な地盤構造モデルを図４－１と４－２にそれぞれ示す。 

スペクトルインバージョンにより求められた経験的サイト増幅特性（昨年度報告）と本年度作

成した地盤構造モデルから求めた理論増幅率を比較した。なお、スペクトルインバージョン解析

は、片岡・他（2006）を参考に計算した。解析に用いた地震は、Mj3.0 以上で、震源深さが 100 
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km 以下の地震を対象とし、震源深さが 25 km 以下の地震を内陸地震、震源深さが 25 km 以上

の地震を海溝型地震として整理した。伝播経路の Q 値を適切に推定するために、観測データの

最小震源距離と最大震源距離の差が 100 ㎞以上の地震のみを用いて解析した。拘束条件には、S

波速度 3 km/s 程度の地震基盤が確認されている、AICH04、AICH07、GIFH22 の 3 つの観測

点において、孔中と地表のスペクトル比を同定することにより，拘束条件とした。逆解析には山

中・石田（1995）による遺伝的アルゴリズムを用いた。図５に解析に用いた地震の震央位置等

を示す。 

 

 

 
図１ 地震基盤上面の修正方法 

 

 
図２ 地震基盤上面の修正に使用したデータ 

 

J-SHIS に示された地表断層 

手順 a 手順 b 

手順 c 手順 d 



212 

 

 
 

図３ 令和３年度に作成した地震基盤上面深度（左）と本年度の地震基盤上面深度（右） 

 

 

表１ 工学的基盤～地震基盤の地盤構造モデルの作成方針 

作成する速度層 作成手法 

Vs350 m/s層～ 

Vs500 m/s層 

Kriging 法（Cressie, 1991）を用いて,大アレイ探査のジョイントイ

ンバージョン結果および小アレイ探査から読み取った速度層境界深度

を補間。 
※補填ポイントとして、「微地形区分：山地 or 丘陵」かつ「地形区分：基盤岩

類」となっている箇所に風化層モデルを挿入して補間を行った。 

Vs600 m/s層～ 

Vs1100 m/s層 

Kriging 法を用いて、大アレイ探査のジョイントインバージョン結果

の速度層境界深度を補間。 
※補填ポイントとして，「微地形区分：山地 or 丘陵」かつ「地形区分：基盤岩

類」となっている箇所に風化層モデルを挿入して補間を行った． 

Vs1200 m/s層～ 

Vs3100 m/s層 

① Vs3100 m/s層上面深度に対する各速度層の上面深度の比を計算。 
※大アレイ探査、地震観測、PS 検層（KiK-net）、モデル化接合部分の補填ポイン

ト。 

② Krigingを用いて、①で計算した深度比を補間。 

③ 地震基盤上面深度と補間した深度比を使って、各速度層の上面深

度を計算。 

 

 

 
 

図４－１ 深部地盤構造モデル各速度層上面深度（Vs350～Vs500） 

 

J-SHIS に示された地表断層 

Vs350 Vs400 Vs500 
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図４－２ 深部地盤構造モデル各速度層上面深度（Vs600～Vs3100） 

Vs600 Vs700 Vs800 

Vs1100 Vs1200 Vs1300 

Vs1400 Vs1700 Vs2000 

Vs2100 Vs2700 Vs3100 
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図５ 解析に用いた地震の震央位置 

〇：観測点位置 ☆：震央位置 赤丸：拘束条件に用いた観測点 

 

 

図６に伝播経路の Q 値を示す。図には佐藤(2006)による東海・東南海沖周辺の Q 値を示してい

る．今回推定した Q 値は，佐藤(2006)による結果と整合的である。図７に震源スペクトルとω2

モデルフィッティング結果を示す。観測データを概ねよく説明できていることがわかる。図８に

は、F-net の地震モーメント（防災科学技術研究所、2019b）との比較（左）と地震モーメント

と震源スペクトルのコーナー周波数 Fc の関係（右）をそれぞれ示す。概ね倍半分のばらつきの

中に推定された地震モーメントが位置していることがわかる。また、Fc は、川瀬・松尾

（2004）によるプレート内地震の関係と概ね整合的である。図９に分離されたサイト増幅特性の

例を示す。図には、野津・長尾（2005）によるサイト増幅特性も併せて示している。本解析によ

るサイト増幅特性は低周波数側でやや過小評価であるが、この原因としては、本解析では地震波

の S 波部分のみを解析に用いているが、野津・長尾(2005)では，表面波部分も解析に用いている

ためと考えられる。 

 

 

 
図６ 伝播経路の Q値：佐藤(2006)による Q-1の図面に重ね書きした結果 
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図７ 震源スペクトル 

黒：最大最小距離 100㎞以上の地震を使用した場合の例 

緑：震源距離最大最小距離差 100km以上の地震を使用した場合のω2モデルフィッティング結果 

 

 

 
 

図８ F-net による地震モーメントと解析された地震モーメントの比較（左）、解析された地震

モーメントとコーナー周波数の関係（右） 
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図９ 分離されたサイト増幅特性 

（黒：今回のスペクトルインバージョン解析結果 水色：野津・長尾（2005）） 

 

 

次に、微動アレイ探査を用いたモデル化を行っている低地・台地を対象に、スペクトルインバ

ージョン解析の手法で求めた S 波の増幅特性と本年度作成した地盤構造モデルの理論増幅特性を

比較し、地盤構造モデルの妥当性を検証した。Q 値については，山中・他（2009）を参考に設定

した。また、スペクトルインバージョン解析による S 波増幅特性と本年度作成した地盤構造モデ

ルの理論増幅特性の比較を図 10 に示す。比較のために、SIP モデルの理論増幅特性も同図に示

す。Anderson(2004)に基づき、0.5～2.0 秒の S 波増幅特性の合致度の評価も行った（図 11）。こ

の評価では、10に近い程、比較対象と整合的であることを示す。 

本年度作成した地盤構造モデルの理論増幅率はスペクトルインバージョン解析による S 波増幅

特性と概ね調和的であることが分かった。 

本検討では、設置した地震計の観測記録（20 地点）を用いて、地震波干渉法により、調査地

周辺の観測点ペア（図 12）での相互相関関数（観測グリーン関数）を推定した。 

さらに、SIP モデルと本年度作成した地盤構造モデルを用いて、３次元差分法により連続地震

観測点間の理論グリーン関数を計算し、地震波干渉法によって得られた観測点間のグリーン関数

との比較により、モデルの妥当性を検証した。約４か月分（2021 年 2 月～ 2021 年 5 月）の連続

観測記録を用いて，２点間の相互相関関数を計算した。相互相関関数がグリーン関数と同等であ

ると見なし（観測グリーン関数）、これらの観測グリーン関数と SIP モデル、および、今回作成

したモデルによって得られる理論グリーン関数との比較検討を行った。また、理論グリーン関数

の導出にも有限差分法コードを用いた。 
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図 10 経験的サイト増幅特性および理論増幅率特性 

 

―：重複反射理論に基づく、本年度作成した地盤構造モデルの理論増幅特性 

―：重複反射理論に基づく SIPモデルの理論増幅特性 

―：昨年度にスペクトルインバージョン解析で求めた経験的サイト増幅特性 
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図 11 地震観測点における Anderson(2004)に基づく評価 

（左：SIPモデル、右：本年度作成したモデル） 

 

 

地震波干渉法解析は，以下の手順に基づいて実施した。（1）各観測点で得られた 1 時間の時間

長をもつ上下動の連続微動記録に対して、0.166～10 Hz のバンドパスフィルターを施す。（2）

40 Hz へのデータリサンプリングを行う。（3）1 時間の時間長をもつ微動記録を 400 秒の波形に

分割する。（4）地元（2011）を参考に、コヒーレンシーの計算を行う。（5）各分割記録により計

算されたコヒーレンシーを平均する。（6）平均化されたコヒーレンシーの逆フーリエ変換により

相互相関関数を得る。理論グリーン関数の導出は、基本となる差分スキームは、速度―応力スタ

ッガード・グリッド（Virieux，1986)であり、時間方向に２次，空間方向に４次の精度

（Levander，1988)で計算を行っている。速度―応力スタガード･グリッドに対する震源の導入に

は、モーメント・テンソルを等価な体積力として表現する方法（Graves，1996)を用いた。吸収

境界条件は、Cerjan et al.（1985）による方法を用いた。厚さ 20 格子分を吸収境界とした。粘

弾性条件は、メモリバリアブルによる方法（Robertsson，1994）を用い、基準周期は４秒とした。

差分法の計算条件を表２に示す。震源は中心周波数 1 Hz のリッカー波として、加振点の地表面

において鉛直方向のシングルフォースを与えた。上下動成分の応答波形に対して震源の影響を取

り除くデコンボリューション演算を行い、最終的な理論グリーン関数とした。 

例として、KJCS003 を発信点としたときの観測点ペアについて近傍の観測点である KJCS004、

KJCS010 との観測点ペアの R/V スペクトル図、断面図およびグリーン関数比較図を示す（図 13-1、

図 13-2）。全体的な傾向として、観測グリーン関数はノイズが大きいが、これは狭い盆地内部や

平野端部で観測されているため、伝播経路が複雑であるためと考えられる。 

受信点が発信点（KJCS003）に近い観測点間の理論グリーン関数は，比較的観測グリーン関数

と整合的である。発信点から遠い地点についても、本年度作成した地盤構造モデルの理論グリー

ン関数と観測グリーン関数は一部区間で整合的である。SIP モデルの理論グリーン関数は本年度

作成した地盤構造モデルの理論グリーン関数よりも後続波が表れている。これは、発信点近傍で

堆積層が厚く設定されているためであると考えられる。 

Vs350m/s 以深の深部地盤構造モデルを調整したことにより、昨年度までに作成した浅部地盤

構造モデルによる AVS30 も若干変化するため、以下に本年度調整した最終的な浅部・深部統合地

盤構造モデルの AVS30、工学的基盤（Vs400）を地表とした場合の AVS30eb、藤本・翠川(2006)に

よる最大速度増幅率(Vs400 層に対する増幅率)を図 14にそれぞれ示す。 
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― J-SHISで示された地表断層 

■緑：2021年臨時地震観測地震計地点 

 

図 12 地震観測地点位置図 

 

 

 

表２ 地震波干渉法の検討における差分法の計算条件 

グリッドサイズ(m) 25
経度方向距離(km) 85 グリッド数3408
緯度方向距離(km) 86 グリッド数3432

10 深さ0 km～0.4 km
20 深さ0.4km～0.6 km
80 深さ0.6km～1.4 km
300 深さ1.4km～10.4 km

吸収境界を除いた深度4.4km
計算間隔(秒) 0.0010
ステップ数 25,000 計算時間 25 (s)

左下隅の座標 　EW：-30500m  NS：-118400m
右上隅の座標 　EW：54700m  NS：-32600m
計算最小周期(秒) 0.357

深度方向
グリッドサイズ(m)
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  本年度作成したモデル     SIP モデル 

 

 
 

図 13-1 R/V スペクトル（左上：受信点 KJCS004，右上：発信点 KJCS003）観測点ペアの断面図

（左中：今年度作成した地盤構造モデル 右中：SIP モデル）下：グリーン関数の比較

（KJCS004） 

黒：観測グリーン関数 

赤：理論グリーン関数 

（今年度作成した地盤構造モデル） 

青：理論グリーン関数（SIP モデル） 

黒：観測 R/V スペクトル 
赤：理論 R/V スペクトル 
（今回作成したモデル） 
青：理論 R/V スペクトル 
（SIP モデル） 

Vs350-Vs500

Vs600

Vs700-Vs800

Vs1100

Vs1200-Vs2100

Vs2700

Vs3100
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受信点    受信点  受信点  受信点 

(KJCS010)      (KJCS003)    （KJCS010）   (KJCS003) 

 
 本年度作成したモデル    SIP モデル 

 

 
 

図 13-2 R/V スペクトル（左上：受信点 KJCS010，右上：発信点 KJCS003）観測点ペアの断面図

（左中：今年度作成した地盤構造モデル 右中：SIP モデル）下：グリーン関数の比較

（KJCS010） 

黒：観測グリーン関数 

赤：理論グリーン関数 

（今年度作成した地盤構造モデル） 

青：理論グリーン関数（SIP モデル） 

黒：観測 R/V スペクトル 
赤：理論 R/V スペクトル 
（今回作成したモデル） 
青：理論 R/V スペクトル 
（SIP モデル） 

Vs350-Vs500

Vs600

Vs700-Vs800

Vs1100

Vs1200-Vs2100

Vs2700

Vs3100
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図 14 地表の AVS30（上左図）、Vs400m/s 層上面を地表としたときの AVS30eb（上右図）

Vs400m/s層に対する速度増幅率（下図） 

 

 

2) 震源断層の詳細なモデル化と強震動計算 

強震動計算のための断層モデル作成にあたり、サブテーマ１～３による三次元断層形状の調査

結果を参照して、震源シナリオを「屏風山区間」「恵那山区間」「猿投山区間」「恵那山・猿投山

区間同時活動」の断層区間について設定することとした。 

従来の強震動予測の枠組みでは強震動を生成する断層運動は地震発生層以深でモデル化されて

きたが、断層運動が地表付近に達する地震では従来のモデル化方法では断層近傍の永久変位を伴

う地震動を説明できないことが 2016 年熊本地震を対象とする検討（地震調査研究推進本部地震

調査委員会強震動評価部会, 2022）で指摘されていることから、本検討においては地震発生層以

深の「深部断層モデル」と地震発生層以浅から地表付近に至る「浅部断層モデル」に分けてモデ

ル化することとした。 
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まず、「深部断層モデル」の設定のため、「屏風山区間」「恵那山区間」「猿投山区間」「恵那

山・猿投山区間同時活動」それぞれについて端点位置と長さ、傾斜角、幅を設定し、強震動予測

「レシピ」（地震調査研究推進本部地震調査委員会, 2020）に従い矩形の形状を持つ特性化震源

モデルを作成した。以下、深部断層のみのモデルを F0 とする。 

続いて、二通りの方法で「浅部断層モデル」を設定した。一つは、深部断層モデル F0 を矩形

のまま幅を延長し地表へ延長するモデル（F1 とする）、もう一つは、深部断層と地表断層トレー

スを接続するモデル（F2 とする）である。F2 では、図 15 に示すようにサブテーマ１による詳

細な活断層トレース形状を 100～500m 程度の間隔の節点を持つ線分の集合で近似し、地表から

深部断層モデル上端に収れんさせることにより浅部断層モデルを設定した。 

以上のように設定した各断層区間の位置、長さ、幅、断層幅、走向・傾斜・滑り角、「レシ

ピ」に基づいて算出した震源パラメータを、浅部断層を考慮する場合としない場合のそれぞれに

ついて表３に記す。また、各断層モデルの模式図を図 16 に示す。震源パラメータの算出におい

ては、深部断層・浅部断層それぞれについて表４に示す物性値を仮定した。破壊伝播速度は浅

部・深部それぞれの領域内で表４の S 波速度の 72％とした。 

破壊開始点の設定については、サブテーマ１の検討結果における断層の推定分岐方向等を考慮

し、屏風山、恵那山、猿投山断層帯のそれぞれの区間においてそれぞれ断層西端付近または中央

付近、断層東端または中央付近、断層中央付近に設定した。浅部断層の滑り量は深部断層の背景

領域と同じ滑り量とし、滑り速度時間関数は地震調査研究推進本部地震調査委員会強震動評価部

会（2022）を参照し、立ち上がり２秒の smoothed ramp 型関数（SR）と、深部断層と同じ中

村・宮武（2000）による関数（NM）の２通りを検討した。ただし、本検討では後述の通り統計

的グリーン関数法における短周期地震動の計算において浅部断層の寄与を考慮しないモデルを基

本とすることから、NM については屏風山区間のみに対して参考モデルとしての設定にとどめた。

以上の設定条件の組み合わせにより、表５に示す 25 ケースの震源シナリオについて強震動計算

を実施した。強震動計算は、本研究で構築した地盤構造モデルのうち深部地盤構造モデルを媒質

モデルとして用いて、周期１秒以上の長周期側を３次元差分法（Aoi and Fujiwara 1999）、周期

１秒以下の短周期側を統計的グリーン関数法（壇・佐藤、1998）で行い、接続周期１秒でハイ

ブリッド波形合成を行った。震源断層モデルの離散化間隔、計算格子間隔等の計算条件を表６に

示す。差分法計算においては、３次元的に不均質な地盤構造モデル中で各点震源位置での地盤物

性値を地震モーメントに反映させた。 

発震から 60 秒間の地震動を計算し、解放工学的基盤上の地震動(0.1-1.0 Hz)および計測震度

（藤本・翠川，2005 による最大速度からの換算値）を出力した。 

地震動計算結果として、全 25 ケースの工学的基盤上の最大速度分布を図 17 に示す。また、図

18 に工学的基盤上の計測震度分布を示す。ただし計測震度では浅部の滑り速度時間関数の違い

（SM、NM の違い）は極めて小さいため、NM のケースは割愛している。図 19 に断層近傍のエ

リアについて最終変位量の分布を示す。ここでは変位量は速度波形を一回積分し、変位振幅がお

おむね安定する 25 秒後～30 秒後の振幅の平均値とした。 

断層ごく近傍の地点として恵那（K-NET GIF019 観測点位置）、土岐（K-NET GIF023 観測

点位置）、および濃尾平野内に位置する名古屋（愛知県庁位置）（図 20）における工学的基盤上

の 5%減衰の擬似速度応答スペクトルを図 21 に、工学的基盤上の速度時刻歴波形を図 22 に示す。

予測地震動は破壊開始点の設定による違いが顕著に大きく、また断層近傍観測点においては周期

１秒以上の帯域で浅部断層モデルの設定による違いがみられる（図 21(a), (b)）。 
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図 15 サブテーマ１による断層トレース（上）と強震動計算のための浅部断層モデル化に用い

た点群（下）。背景地図は国土地理院による。▲は後述の観測点位置。 
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屏風山区間 

 
 

恵那山区間 

 
 

猿投山区間 

 
図 16 各断層区間の特性化震源モデルの模式図。横軸は長さ、縦軸は傾斜角方向長さを表し、

2km 単位に丸めている。浅部 2km は浅部断層を表す。D は滑り量、σは実効応力、A1 と A2 はア

スペリティ、☆は破壊開始点を表す。 
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表３ 各断層区間の震源パラメータ 

 
注：赤字は本調査研究のサブテーマ１～３の成果に基づいて設定したパラメータ 
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表３（つづき）複数区間同時活動の場合。 

 
注：赤字は本調査研究のサブテーマ１～３の成果に基づいて設定したパラメータ 

 

 

表４ 断層パラメータの設定に使用した媒質パラメータ 

地震発生層 S波速度 [m/s] 3400 

地震発生層密度 [kg/cm3] 2700 

浅部断層設定用 S波速度 [m/s] 2100 

浅部断層設定用密度[kg/cm3] 2400 
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表５ 強震動計算を実施した震源シナリオケース 

 

 

表６ ハイブリッド波形合成法の計算条件 

 計算手法 断層モデル

離散化間隔 

計算格子間隔 出力メッシュ間隔 

長周期 3次元差分法 100m 45.5m(深さ 8km以浅) 

136.5m（8km以深） 

約 1km*1 

短周期 統計的グリーン関数法 2000m*2  同上 

*1 断層距離 3km以内の領域では約 250m間隔のメッシュで出力した。 

*2 短周期の震源は深部断層（地震発生層以深）にのみ設定した。 

 

 

 

 

震源区間 断層モ

デル*1 

破壊開始点 浅部滑り量*2 浅部滑り速度時間関数 番号 

屏風山単独 

(Byobuyama) 

F0 屏風 西(Bw) 設定なし(A) 設定なし(xx) 1 

屏風中央(Bm) 設定なし(A) 設定なし(xx) 2 

F1 屏風 西(Bw) 背景領域(B) Smoothed ramp (SR) 3 

屏風 西(Bw) 背景領域(B) 中村・宮武(NM) 4 

屏風中央(Bm) 背景領域(B) Smoothed ramp (SR) 5 

屏風中央(Bm) 背景領域(B) 中村・宮武(NM) 6 

F2 屏風 西(Bw) 背景領域(B) Smoothed ramp (SR) 7 

屏風 西(Bw) 背景領域(B) 中村・宮武(NM) 8 

屏風中央(Bm) 背景領域(B) Smoothed ramp (SR) 9 

屏風中央(Bm) 背景領域(B) 中村・宮武(NM) 10 

恵那山単独 

(Ena) 

F0 恵那 東(Ee) 設定なし(A) 設定なし(xx) 11 

恵那中央(Em) 設定なし(A) 設定なし(xx) 12 

F1 恵那 東(Ee) 背景領域(B) Smoothed ramp (SR) 13 

恵那中央(Em) 背景領域(B) Smoothed ramp (SR) 14 

F2 恵那 東(Ee) 背景領域(B) Smoothed ramp (SR) 15 

恵那中央(Em) 背景領域(B) Smoothed ramp (SR) 16 

猿投山単独 

(Sanage) 

F0 猿投中央(Sm) 設定なし(A) 設定なし(xx) 17 

F1 猿投中央(Sm) 背景領域(B) Smoothed ramp (SR) 18 

F2 猿投中央(Sm) 背景領域(B) Smoothed ramp (SR) 19 

恵那山＋猿投

山同時活動 

(EnaSanage) 

F0 恵那 東(Ee) 設定なし(A) 設定なし(xx) 20 

恵那中央(Em) 設定なし(A) 設定なし(xx) 21 

F1 恵那 東(Ee) 背景領域(B) Smoothed ramp (SR) 22 

恵那中央(Em) 背景領域(B) Smoothed ramp (SR) 23 

F2 恵那 東(Ee) 背景領域(B) Smoothed ramp (SR) 24 

恵那中央(Em) 背景領域(B) Smoothed ramp (SR) 25 

*1 F0は深部断層モデルのみ, F1と F2は F0に浅部断層を加えたモデル。 

*2 背景領域(B)は、浅部断層の滑り量が深部断層の背景領域と同じ滑り量であることを示す。 
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図 17(a) 最大速度分布（屏風山区間単独の場合）。 
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図 17(a) （つづき）最大速度分布（屏風山区間単独の場合）。 
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図 17(b) 最大速度分布（恵那山区間単独の場合）。 
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図 17(c)  最大速度分布（猿投山区間単独の場合）。 
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図 17(d)  最大速度分布（恵那山＋猿投山区間同時活動の場合）。 
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図 18(a) 工学的基盤上の計測震度分布（屏風山区間単独の場合） 
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図 18(b) 工学的基盤上の計測震度分布（恵那山区間単独の場合） 
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図 18(c) 工学的基盤上の計測震度分布（猿投山区間単独の場合） 
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図 18(d) 工学的基盤上の計測震度分布（恵那山・猿投山区間同時活動の場合） 
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図 19(a) 変位量分布。左から南北、東西、上下動成分。（屏風山区間単独、破壊開始点 Bw の場

合） 
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図 19(b) 変位量分布。左から南北、東西、上下動成分。（恵那山区間単独、破壊開始点 Ee の場

合） 
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図 19(c) 変位量分布。左から南北、東西、上下動成分。（猿投山区間単独の場合） 
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図 19(d) 変位量分布。左から南北、東西、上下動成分。（恵那山＋猿投山区間同時活動、破壊

開始点 Eeの場合） 

 

 

 

 
 

図 20 波形およびスペクトルを例示する観測点（〇）と断層（赤線）位置 
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図 21(a) 代表地点における工学的基盤上の 5%減衰速度応答スペクトル（屏風山区間単独の場

合）。左から南北、東西、上下動成分。 
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図 21(b) 代表地点における工学的基盤上の 5%減衰速度応答スペクトル（恵那山区間単独の場

合）。左から南北、東西、上下動成分。 
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図 21(c) 代表地点における工学的基盤上の 5%減衰速度応答スペクトル（猿投山区間単独の場

合）。左から南北、東西、上下動成分。 
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図 21(d) 代表地点における工学的基盤上の 5%減衰速度応答スペクトル（恵那山＋猿投山区間同

時活動の場合）。左から南北、東西、上下動成分。 
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K-NET恵那 

 
図 22(a) 代表地点における工学的基盤上の速度時刻歴波形（屏風山区間単独の場合）。左から南

北、東西、上下動成分。波形の上の数字は各成分の最大振幅絶対値(cm/s)を表す。 
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図 22(a) つづき 
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愛知県庁 

 
図 22(a) つづき 

 



249 

 

 

K-NET恵那 

 
K-NET土岐 

 
図 22(b) 代表地点における工学的基盤上の速度時刻歴波形（恵那山区間単独の場合）。左から南

北、東西、上下動成分。波形の上の数字は各成分の最大振幅絶対値(cm/s)を表す。 
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愛知県庁 

 
図 22(b) つづき 
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K-NET恵那 

 
K-NET土岐 

 
愛知県庁 

 
図 22(c) 代表地点における工学的基盤上の速度時刻歴波形（猿投山区間単独の場合）。左から南

北、東西、上下動成分。波形の上の数字は各成分の最大振幅絶対値(cm/s)を表す。 
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K-NET恵那 

 
K-NET土岐 

 
図 22(d) 代表地点における工学的基盤上の速度時刻歴波形（恵那山＋猿投山同時活動の場合）。

左から南北、東西、上下動成分。波形の上の数字は各成分の最大振幅絶対値(cm/s)を表す。 
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愛知県庁 

 
図 22(d) つづき 

 

 

 

(d) 結論 

本年度は、昨年度に引き続き地震観測を実施し、昨年度までに作成された浅部・深部統合地盤

構造モデルの修正および検証を行った。修正は、本検討による作成範囲外の SIP モデルとの接続

を行うために、反射法地震波探査やボーリングデータを用いて深部地盤構造モデルの調整を行っ

た。検証は、設置した地震観測点等の地震観測記録を用いたスペクトルインバージョンや地震波

干渉法を用いた周期・増幅特性の比較を行った。作成された地盤構造モデルは、既往の SIP モデ

ルよりも、より地震観測記録と調和的な結果となっている。 
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(3) 令和２～４年度の成果 

 

(a) 業務の要約 

地震調査研究推進本部による震源断層を特定した地震動予測地図において、震度６弱から６強

の強い揺れが予測されている地表断層周辺及び周辺都市域における強震動予測を向上させるため、

地盤構造モデルの改良を目的に、工学的基盤の不整形性を高精度化するための微動アレイ観測及

び地震観測を実施した。調査データと併せて分析し、SIP（戦略的イノベーション創造プログラ

ム）の成果に基づく東海地方の浅部・深部統合地盤構造モデル（東海地方の既往地盤構造モデル

 Wakai et al., 2019）を修正し、検証を行った。また、作成された地盤構造モデルに基づき、

断層傾斜を変えた重力分布の理論計算を行い、断層傾斜角に関する検討を実施した。 

震源モデルを単純な矩形と仮定せず、複雑な地表断層形状を考慮した震源断層の詳細なモデル
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化手法を構築するとともに、当該断層帯における地震発生層上端深さとそれ以浅の地表変形を含

む破壊過程が強震動計算結果に及ぼす影響を、定量的に評価するための感度解析を行った。サブ

テーマ１～３と連携して活動区間の不確実さを考慮した多様な震源モデル群を設定した。本研究

で構築した地盤構造モデル及び震源モデル群を用いて広帯域（周期0.1～10秒）強震動シミュレ

ーションを行い、現在の地震動予測地図から高精度化された面的な強震動予測結果について不確

実さも含めて示した。 

 

(b) 業務の実施方法 

断層近傍および周辺都市域の詳細な地盤構造モデル構築のため、稠密な微動観測および、地震

計を設置し、観測を開始した。地震基盤深さまでの地盤構造モデルの高精度化のため、断層近傍

および周辺都市域において、既往の地盤情報として重力探査データおよびボーリングデータ等を

収集・整理するとともに地震観測を実施した。重力基盤解析結果、微動解析結果及び、地震観測

記録等に基づき、浅部・深部統合地盤構造モデルを修正した。修正した浅部・深部統合地盤構造

モデルについて、設置した地震観測点等の地震観測記録を用いたスペクトルインバージョンや地

震波干渉法を用いた周期・増幅特性の精度検証を行い、作成範囲外の既往の SIP（戦略的イノベ

ーション創造プログラム）の成果に基づく東海地域の浅部・深部統合地盤構造モデル（以後 SIP

モデル）との接続を行うために作成した地盤構造モデルの微調整を行った。さらに、作成された

地盤構造モデルに基づき断層傾斜角を変えた重力分布の理論解析を行うことで、断層傾斜角に関

する検討を実施した。 

地表断層形状データを用いて、長さ数百 m程度の線分により詳細な形状をモデル化し、それを

地中の震源断層モデルにおける断層上端と接続することにより現行の震源モデルを活かし、かつ

地表まで達する新たな震源モデルを構築した。また、地震発生層より浅い震源断層における滑り

量を変えた震源モデルによる感度解析を実施した。サブテーマ１～３に基づく活断層形状の詳細

な情報を取り入れて、想定される震源シナリオについて強震動計算のための断層モデル群を感度

解析結果も参照して設定し、作成した地盤構造モデルを用いてハイブリッド合成法による強震動

計算を行った。 

 

(c) 業務の成果 

 1) 地盤構造モデルの検討 

地盤構造モデル構築のため、地盤構造モデル構築範囲内において、微動アレイ探査（大アレイ

40 地点、小アレイ 843 地点）を実施した（図 23）。また、地震観測点を岐阜県および愛知県の

20 か所（愛知県・岐阜県の小中学校の敷地内）に設置し、観測を実施した。地盤構造モデルの

高精度化のため、断層周辺および周辺都市域の既往の地盤等の情報として、重力探査データ（例

えば田中(2009)）、既往地盤構造モデル（SIP 地盤構造モデル（Wakai et al.,(2019))・地震被

害想定で作成された地盤構造モデル(愛知県(2014)・岐阜県(2018))）、反射法地震探査データ

（東濃地震科学研究所(2000)）、自治体等の地震観測記録を収集・整理した（図 24）。初期地盤

構造モデルの作成は、重力探査データから得られるブーゲー異常値に基づいた解析を、堆積層と

基盤岩類の２層構造と仮定し、ブーゲー異常値に対してフィルターテスト(上方接続法)を行い、

シグナル成分とトレンド成分が分離できている 5000 m の上方接続高度を最適な接続高度とした。

シグナル成分表示では、恵那山断層帯、屏風山断層帯沿いに断続的な低重力異常を確認できる。

阿寺断層帯、養老断層帯、中央構造線断層帯による重力異常も明瞭に見て取れる。次に、ボーリ

ングデータから得られる基盤深さとの調整を行うことで、地震基盤相当の３次元地盤初期モデル

を構築した（図 25）。 

地震計設置後に観測された地震記録を整理し、R/V スペクトル比を計算した（図 26）。微動ア

レイ探査（大アレイ 40 地点、小アレイ 843 地点）の観測位相速度に基づき、S 波速度構造の解

析（図 27）と AVS30 等の計算を実施した（図 28）。これらの解析結果より、東海地方の既往地盤

構造モデルを初期モデルとして、重力基盤解析結果、収集・整理された反射法地震探査データ、

自治体等の地震観測記録等も活用した上で、浅部・深部統合地盤構造モデルを修正した。また、

本研究にて作成した地盤構造モデルの範囲外については SIP モデルと接続出来るようにモデルの

修正を行った。さらに、修正した地盤構造モデルを用いて、地震観測記録を用いてスペクトルイ
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ンバージョンおよび地震波干渉法による浅部・深部統合地盤構造モデルの精度の検証・修正を行

った。昨年度までの地盤構造モデルは、重力基盤上面≒地震基盤上面とみなして作成したが、範

囲外の結果と大きな乖離が出来ていた。そこで、地盤構造モデル間の相違を解消するための調整

作業として、基本的に重力基盤上面の形状を変えずに、各データとモデルの地震基盤相当の速度

層（Vs3100 m/s 程度）の上面深度値に修正した。SIP モデルとの接合部分については補填ポイン

トを設定して接合した。最終的な地盤構造モデルを図 29-1 と 29-2（図４の再掲）に示す。 

スペクトルインバージョンにより求められた経験的サイト増幅特性と本年度作成した地盤構造

モデルから求めた理論増幅率を比較した。表面波部分も解析に用いた野津・長尾（2005）による

サイト増幅特性と比べると本解析によるサイト増幅特性は低周波数側でやや過小評価であったが、

本解析では地震波の S波部分のみを解析に用いたためと考えられる。 

設置した地震計の観測記録（20 地点）を用いて、地震波干渉法により、調査地周辺の観測点ペ

アでの相互相関関数（観測グリーン関数）を推定した。さらに、SIP モデルと本年度作成した地

盤構造モデルを用いて、3 次元差分法により連続地震観測点間の理論グリーン関数を計算し、地

震波干渉法によって得られた観測点間のグリーン関数との比較により、モデルの妥当性を検証し

た。 

 

図 23 微動アレイ観測点分布図（左：大アレイ、右：小アレイ） 

 

図 24 重力観測点分布（左図）とボーリングおよび反射法地震探査測線地点（右図） 

 



257 

 

 
 

図 25 重力解析結果とボーリングデータによる重力基盤（地震基盤相当）上面深度 

 

 

 
 

図 26 モデル化に使用した地震観測点分布図（左図）と R/Vスペクトル比の計算例 
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図 27 微動アレイ探査（大アレイ）の観測地点及び観測結果（位相速度）と、S 波速度構造解析

手法及び解析結果の例 

 

 
図 28 微動アレイ観測（小アレイ）による AVS30（左）と、修正した浅部・深部統合地盤構造モ

デルの AVS30(右) 

 

 
図 29-1 深部地盤構造モデル各速度層上面深度（Vs350～Vs500m/s） 

 

Vs500 Vs350 Vs400 
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図 29-2 深部地盤構造モデル各速度層上面深度（Vs600～Vs3100m/s） 
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約４か月分（2021 年 2 月～ 2021 年 5 月）の連続観測記録を用いて，２点間の相互相関関数を

計算した。相互相関関数がグリーン関数と同等であると見なし（観測グリーン関数）、これらの

観測グリーン関数と SIP モデル、および、今回作成したモデルによって得られる理論グリーン

関数との比較検討を行った。受信点が発信点に近い観測点間の理論グリーン関数は，比較的観測

グリーン関数と整合的であった。発信点から遠い地点についても、本年度作成した地盤構造モデ

ルの理論グリーン関数と観測グリーン関数は一部区間で整合的であった。SIP モデルの理論グリ

ーン関数は本年度作成した地盤構造モデルの理論グリーン関数よりも後続波が表れていた。これ

は、発信点近傍で堆積層が厚く設定されているためであると考えられる。 

また、恵那山断層帯の傾斜角を検討するため、本解析で得られた重力基盤標高（初期条件）と

残差重力（シグナル成分）を用いて Komazawa(1995)の手法による２次元フォワード解析を行っ

た。図 30 に解析測線及びフォワード解析結果を示す。断層と直交方向の NW8 測線では、逆断層

で傾斜角 30 度とした場合、観測重力値と理論重力値が整合する結果となった。 

 

 
 

図 30 重力基盤層厚(a)と、地盤構造モデルを使った理論重力計算結果（NW8 断面(b),(c)）

の比較 

(a) 重力基盤層厚とフォワード解析測線位置 (b)解析モデル (c)フォワード解析結果（シ

グナル成分） 

 

 

 
2) 震源断層の詳細なモデル化と強震動計算 

断層の詳細な位置・形状データを強震動計算のための震源断層モデル形状に反映させることを

目的として、矩形で表現される地中の震源断層モデルと、地表断層形状を接続させる手法につい

て検討した。検討にあたり、地表断層形状データとして地震調査委員会による長期評価に基づく

「主要活断層帯地表トレース」の位置座標データを、地中の震源断層モデルについては全国地震

動予測地図の該当断層帯の震源断層モデルをそれぞれテストデータとして用いた（図 31）。 

整備したモデル化手法及びツールの概要を説明する。 

- 入力データ 

地表断層形状データとして用いた主要活断層帯地表断層トレースは、全国主要活断層帯の地表

断層形状が線分の集合として表現されるシェープファイルになっている。このシェープファイル

を CSV ファイルに変換し、対象領域を緯度経度で指定することにより対象断層帯に該当する部分

を抜き出した。その際、トレースを近似する線分の長さの最低値を設定できるようにし、任意の

精度で地表トレース形状を単純化することができるようにした。一方、地中の震源断層モデルに

は三次元差分法の強震動計算ツール GMS（青井・他，2004）に入力可能なフォーマットの震源断

層モデルデータを入力するものとする。地震動予測地図における矩形の震源断層モデルは 666m

NW8 
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間隔の点震源を並べたもので表現されているが、本業務ではより断層近傍にフォーカスした強震

動予測を行うことを想定しているため、本年度業務では点震源間隔を 100m に設定したものを用

いた。 

- 浅部断層の点震源配置 

地表断層トレースと地中断層上端の間を任意の間隔の点震源で接続する。接続部分を浅部断層

と呼ぶ。まず、指定した間隔で３次元の等間隔格子を作成する。地表断層トレースを近似する各

線分とそれに対応する地中断層上端の始点と終点をそれぞれ決め、始点同士と終点同士を結ぶ２

直線を求める。格子の各深さにおいて地表面に平行な面と２直線の交点同士を結ぶ線分を引き

（例えば断層上端深さが２km で深さ方向に 100m 間隔とする場合、19 本の地表面に平行な線分が

引かれる）、線分から最も近い格子に点震源を配置する。図 32に概念図を示す。 

- 強震動計算用震源断層ファイルの作成 

設定した浅部断層は、地中地震断層モデルと同様、強震動計算ツール GMS に入力可能なフォー

マットで出力され、両者を合わせることにより地表断層形状を考慮した断層モデルによる強震動

を計算することができる。図 33 に今回設定した恵那山－猿投山北断層帯東側の地中地震断層モ

デルと浅部断層の位置形状を示す。 

 

 

 

 
 

図 31 全国地震動予測地図における恵那山－猿投山北断層帯の震源断層を特定した地震動予測

地図（背景色）とその震源断層（黒色矩形）および主要活断層帯地表トレース（ピンク色）の

J-SHIS上での表示 
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図 32 断層浅部の点震源の配置（真上から見た概念図） 

 

 

 

 
 

図 33 恵那山－猿投山北断層帯（東部分）の地中断層および浅部断層の地図上への投影。カラ

ースケールは震源断層モデルの深さ(m)を表す。赤い四角の点は地表断層トレースを近似した線

分の端点位置を表す。 

 

 

 2016 年熊本地震を対象とした検討から、従来の強震動予測では考慮されていなかった地震発

生層よりも浅部における震源断層の滑りが断層ごく近傍の強震動に影響を及ぼすことが分かって

きた。そこで、本検討では当該断層帯においてどの程度の違いが生じるかを調べた。具体的には、

全国地震動予測地図 2020 年版の恵那山－猿投山北断層帯の震源断層モデル（ケース 1；従来モ

デル）の上端から地表付近まで、背景領域と同じ滑り量を付与した。工学的基盤（Vs=600m/s）

上の最大速度分布を図 34 に、近接地点の速度及び変位波形の比較を図 35 に示す。このとき、

smoothed ramp 型の滑り関数を仮定し、パルス幅を２秒とした。断層近傍において違いが顕著に

見られ、特に変位においては 2 倍程度大きくなる地点もあることが確認された。一方、滑り速度

時間関数におけるパルス幅を地震発生層内のアスペリティに近い 0.5 秒に変えた場合には、最大

振幅だけでなく、後続波形にも違いが見られる（図 36）。すなわち、計算波形の違いには、単に

滑り速度時間関数の違いだけでなく、その後生じた表面波が伝播している様子が見られ、地下構

造による影響も含まれていることが確認された。 

強震動計算のための断層モデル作成にあたり、サブテーマ１～３による三次元断層形状の調査
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結果を参照して、震源シナリオを「屏風山区間」「恵那山区間」「猿投山区間」「恵那山・猿投山

区間同時活動」の断層区間について設定した。本検討においては地震発生層以深の「深部断層モ

デル」と地震発生層以浅から地表付近に至る「浅部断層モデル」に分けてモデル化した。「深部

断層モデル」は、それぞれの区間について端点位置と長さ、傾斜角、幅を設定し、強震動予測

「レシピ」（地震調査研究推進本部地震調査委員会、2020）に従い矩形の形状を持つ特性化震源

モデル（F0）を作成した。続いて、２通りの方法で「浅部断層モデル」を設定した。一つは、

深部断層モデル F0 を矩形のまま幅を延長し地表へ延長するモデル（F1）、もう一つは、深部断

層と地表断層トレースを接続するモデル（F2）である。F2 では、サブテーマ１による詳細な活

断層トレース形状を 100～500m 程度の間隔の節点を持つ線分の集合で近似し、地表から深部断

層モデル上端に収れんさせることにより浅部断層モデルを設定した。 

破壊開始点の設定については、サブテーマ１の検討結果における断層の推定分岐方向等を考慮

し、屏風山、恵那山、猿投山断層帯のそれぞれの区間においてそれぞれ断層西端付近または中央

付近、断層東端または中央付近、断層中央付近に設定した。浅部断層の滑り量は深部断層の背景

領域と同じ滑り量とし、滑り速度時間関数は地震調査研究推進本部地震調査委員会強震動評価部

会（2022）を参照し、立ち上がり２秒の smoothed ramp 型関数（SR）と、深部断層と同じ中

村・宮武(2000)による関数（NM）の２通りを検討した。以上の設定条件の組み合わせにより、

表７（表５の再掲）に示す 25 ケースの震源シナリオについて強震動計算を実施した。強震動計

算は、本研究で構築した地盤構造モデルのうち深部地盤構造モデルを用いて、周期１秒以上の長

周期側を３次元差分法 (Aoi and Fujiwara 1999)、周期１秒以下の短周期側を統計的グリーン関

数法（壇・佐藤、1998）で行い、接続周期１秒でハイブリッド波形合成を行った。差分法計算

においては、３次元的に不均質な地盤構造モデル中で各点震源位置での地盤物性値を地震モーメ

ントに反映させた。 

地震動計算結果として、全 25 ケースの工学的基盤上の最大速度分布を図 37（図 17 の再掲）

に示す。断層ごく近傍の地点として恵那（K-NET GIF019 観測点位置）、土岐（K-NET GIF023

観測点位置）、および濃尾平野内に位置する名古屋（愛知県庁位置）における工学的基盤上の 5%

減衰の擬似速度応答スペクトルを図 38（図 20 の一部を再掲）に示す。予測地震動は破壊開始点

の設定による違いが顕著に大きく、また断層近傍観測点においては周期１秒以上の帯域で浅部断

層モデルの設定による違いがみられる。 

 

 

 

 
図 34 従来モデル（左）と浅部に滑りを付与したモデル（右）による工学的基盤上の最大速度

分布 

最大速度 
[cm/s] 
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図 35 断層近傍の地点における波形の比較（青：従来モデル、赤：浅部に付与したモデル） 
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図 36 滑り速度関数のパルス幅を変えた検討における断層近傍の地点における波形の比較

（青：パルス幅 2秒（図 35の青と同じ）、赤：パルス幅を 0.5秒としたモデル） 
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表７ 強震動計算を実施した震源シナリオケース 

 

 

 

震源区間 断層モ

デル*1 

破壊開始点 浅部滑り量*2 浅部滑り速度時間関数 番号 

屏風山単独 

(Byobuyama) 

F0 屏風 西(Bw) 設定なし(A) 設定なし(xx) 1 

屏風中央(Bm) 設定なし(A) 設定なし(xx) 2 

F1 屏風 西(Bw) 背景領域(B) Smoothed ramp (SR) 3 

屏風 西(Bw) 背景領域(B) 中村・宮武(NM) 4 

屏風中央(Bm) 背景領域(B) Smoothed ramp (SR) 5 

屏風中央(Bm) 背景領域(B) 中村・宮武(NM) 6 

F2 屏風 西(Bw) 背景領域(B) Smoothed ramp (SR) 7 

屏風 西(Bw) 背景領域(B) 中村・宮武(NM) 8 

屏風中央(Bm) 背景領域(B) Smoothed ramp (SR) 9 

屏風中央(Bm) 背景領域(B) 中村・宮武(NM) 10 

恵那山単独 

(Ena) 

F0 恵那 東(Ee) 設定なし(A) 設定なし(xx) 11 

恵那中央(Em) 設定なし(A) 設定なし(xx) 12 

F1 恵那 東(Ee) 背景領域(B) Smoothed ramp (SR) 13 

恵那中央(Em) 背景領域(B) Smoothed ramp (SR) 14 

F2 恵那 東(Ee) 背景領域(B) Smoothed ramp (SR) 15 

恵那中央(Em) 背景領域(B) Smoothed ramp (SR) 16 

猿投山単独 

(Sanage) 

F0 猿投中央(Sm) 設定なし(A) 設定なし(xx) 17 

F1 猿投中央(Sm) 背景領域(B) Smoothed ramp (SR) 18 

F2 猿投中央(Sm) 背景領域(B) Smoothed ramp (SR) 19 

恵那山＋猿投

山同時活動 

(EnaSanage) 

F0 恵那 東(Ee) 設定なし(A) 設定なし(xx) 20 

恵那中央(Em) 設定なし(A) 設定なし(xx) 21 

F1 恵那 東(Ee) 背景領域(B) Smoothed ramp (SR) 22 

恵那中央(Em) 背景領域(B) Smoothed ramp (SR) 23 

F2 恵那 東(Ee) 背景領域(B) Smoothed ramp (SR) 24 

恵那中央(Em) 背景領域(B) Smoothed ramp (SR) 25 

*1 F0は深部断層モデルのみ, F1と F2は F0に浅部断層を加えたモデル。 

*2 背景領域(B)は、浅部断層の滑り量が深部断層の背景領域と同じ滑り量であることを示す。 
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図 37(a) 最大速度分布（屏風山区間単独の場合）。 
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図 37(a) （つづき）最大速度分布（屏風山区間単独の場合）。 
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図 37(b) 最大速度分布（恵那山区間単独の場合）。 
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図 37(c)  最大速度分布（猿投山区間単独の場合）。 
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図 37(d)  最大速度分布（恵那山＋猿投山区間同時活動の場合）。 
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K-NET 恵那 

 
K-NET 土岐 

 
愛知県庁 

 
 

図 38 代表地点における工学的基盤上の 5%減衰速度応答スペクトル（屏風山区間単独の

場合）。左から NS、EW、上下動成分。 
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(d) 結論ならびに今後の課題 

屏風山・恵那山断層帯及び猿投山断層帯における強震動計算のための地盤構造モデル

の構築について、断層帯周辺地域において、地震基盤から地表を高精度化するための稠密

な微動アレイ観測（大アレイ 40 か所、小アレイ約 840 か所）、地震観測（臨時地震計設

置 20 か所）を実施した。また、既往の地下構造調査データ（ボーリングデータ・重力デ

ータ・反射法地震波探査データ等）を収集し、既往の地盤構造モデルである SIP（戦略的

イノベーション創造プログラム）の成果である、東海地域の浅部・深部統合地盤構造モデ

ルを修正した。本研究にて作成した浅部・深部統合地盤構造モデルは、設置した地震観測

点等の観測記録を用いたスペクトルインバージョンや地震波干渉法を用いて精度の検証を

行い、その結果、既往のモデルよりも広域かつ広帯域において地震観測記録と調和的であ

る。 

強震動計算における震源断層モデルを、地震発生層以深の「深部断層モデル」と地震

発生層以浅から地表付近に至る「浅部断層モデル」に分けてモデル化した。まず、サブテ

ーマ１～３の調査結果を参照して深部断層の位置と長さ、傾斜角、幅を設定し、「レシ

ピ」に従ってパラメータを設定した。続いて、サブテーマ１による詳細な活断層トレース

形状を 100～500m 程度の間隔の節点を持つ線分の集合で近似し、地表から深部断層モデ

ル上端に収れんさせることにより浅部断層モデルを設定した。浅部・深部断層モデルとも

に 100m 間隔の点震源で表現し、断層帯周辺の浅部・深部統合地盤構造モデルを用いて３

次元差分法による波動場計算と統計的グリーン関数法による地震動計算を実施し、周期１

秒を接続周期としたハイブリッド合成によって広帯域地震動を計算した。断層活動区間、

浅部断層モデルの設定方法、破壊開始点の不確実さを考慮した 25 通りの震源モデルにつ

いて、断層周辺および地盤構造モデルを構築した周辺都市域を含む地域の地震動予測結果

を示した。 

活動区間、アスペリティや破壊開始点位置の不確実さは本研究による 25 通りで網羅で

きたわけではない。また、地震発生層より浅部がどのようにすべるか（滑り量、滑り時間

関数）については解明されていない部分が多く、今後強震動予測においてどのようにモデ

ル化するかについては課題として残されている。 
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